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１．はじめに
我が国では，昭和３０年代以降，高度経済成長下において石油や石炭など
の化石燃料の普及に伴い，それらへの需要が薪炭需要を上回るとともに建築
用材の需要が増大したことから，薪炭林等の天然林に替わって人工林の拡大
造林が進められた。このように造成された人工林の面積は，現在，森林面積
の４割を占めており，それらの多くは，木材として本格的に利用可能な時期
を迎えつつある。
一方，木材価格の下落や人件費・資材等の経営コストの上昇に加えて，木
材の消費構造の著しい変化が林業の採算性の悪化を引き起こした。それに
伴って，森林所有者の林業経営に対する意欲が大きく低下したことにより，
管理放棄された荒廃林が全国的に拡大しつつある。また，都市近郊地域にお
いても同じような傾向であり，森林の維持管理は喫緊の課題となっている１）。
これらの問題は，国内林業の存続だけでなく，森林の持つ多面的機能の発揮
にも重大な影響を与えかねないことから，その重要性が認識されてきてい
る。
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１）都市近郊地域における森林保全状況の詳細については，田村［８］p１を参照。
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こうした状況から，平成２１年１２月に森林・林業再生プランが策定され，
そこでは１０年後の木材自給率を５０％以上に引き上げることが掲げられた。
このプランを実現する方法として，岡田［１］は，①森林の有する多面的機能
を維持・発揮させること，②森林・林業を地域資源創造型産業として再生す
ること，③木材の利用拡大，森林・林業をエネルギーにも拡大利用すること
といった３つの理念を挙げ，このプランを国全体で取り組むべき課題である
と指摘している２）。
このプランに合わせる形で関連する法制度の見直しも行われた。特に平成
２３年に改正された森林法では，意欲ある者が主役となり，まとまりのある
森林を確保して集約的な施業が可能となるように，森林経営計画制度が創設
された。
森林経営計画制度に関する先行研究では，山村政策と関係づけて論じられ
ることが多く，都市近郊地域において，この制度を活用した森林管理に関す
る研究はそれほど多くはない。
また，都市近郊地域において森林管理を検討する際に，森林認証制度を活
用した事例が参考になると考えられる。この制度には，FSC（森林管理協議
会）の他に，日本独自のものとしてSGEC（緑の循環認証会議）による森林
認証制度がある。森林認証は，持続的な森林管理の水準の指標であるととも
に地域林業活性化の手段として位置付けられていることから，これらの取得
を契機として森林管理や地域活性化において一定の成果を上げている事例も
見られる３）。
ところで，内閣府による「森林と生活に関する世論調査」（図１）では，
森林の有する多面的機能のうち森林に期待する働きとして，「山崩れや洪水
などの災害を防止する働き」や「二酸化炭素を吸収することにより，地球温
暖化防止に貢献する働き」を選択する回答者の割合が特に高く，さらに近年
２）岡田［１］p４～pp５を引用。
３）森林認証のモデル事例については，http://www.sgec-eco.org/news/index130601.
htmlを参照。
２９６ 桃山学院大学経済経営論集 第５５巻第３号
では，「住宅用建材や家具，紙などの原材料となる木材を生産する働き」と
回答する者が増加している４）。
そこで本稿では，このような国民のニーズを踏まえた上で，森林経営計画
制度や森林認証制度を活用することによって，都市近郊地域における森林管
理の可能性について検討する。具体的には，まず森林・林業再生プランにお
ける森林経営計画制度の経緯や仕組みに触れるとともに，先行研究から森林
認証制度について整理を行う。次に，和泉市における森林施業や木材利用に
４）林業白書［１０］p８５を参考。この調査は統計的に選ばれた男女３，０００人を対象に
行われている。
図１ 国民が森林に期待する働き
注１：回答は選択肢の中から３つまで選ぶ複数回答であり，期待する割合の高いものから並
べている。選択肢は，「特にない」，「わからない」，「その他」を除き記載している。
２：調査年度により選択肢は必ずしも同一ではないが，同様の森林の働きを示す選択肢は，
同一の系列として扱っている。
３：平成１１（１９９９）年調査までは，「特にない」を選択肢として回答者に提示している。
資料：総理府「森林・林業に関する世論調査」（昭和５５（１９８０）年），「みどりと木に関する世論
調査」（昭和６１（１９８６）年）「森林とみどりに関する世論調査」（平成５（１９９３）年），「森林
と生活に関する世論調査」（平成１１（１９９９）年），内閣府「森林と生活に関する世論調査」
（平成１５（２００３）年，平成１９（２００７）年，平成２３（２０１１）年）
出所）林野庁『平成２４年度 森林・林業白書（PDF・HTML版）』から引用。
森林認証制度を活用した都市近郊地域の
森林管理の可能性 ２９７
関する取組の現状と課題を明らかにする。その上で，和泉市の現体制に森林
認証制度を導入することを試みて，地域住民（消費者）の視点を加味し，木
材の地産地消の体制を検討することによって，森林管理の可能性を探る。
２．市町村森林整備計画のマスタープラン化と経営計画制度の創設
我が国における林業の停滞による放棄林の増加，国民による木材の消費構
造や地球温暖化防止等の環境への期待の高まりといった状況を踏まえて，平
成１３年に森林・林業基本法が制定された。ここでは，「森林の有する多面的
機能の発揮」と「林業の持続的かつ健全な発展」を基本理念として，森林・
林業基本計画に基づいて，これまでに様々な施策が実施されており，一定の
成果を上げてきた。
しかし，国内の林業経営においては，森林の所有規模の零細な林家が多
く，施業集約化や路網整備，機械化の立ち後れ等により，国内の林業におけ
る生産性は依然として低い状況にある。また，林業の採算性の悪化等によっ
て林業経営意欲が低下している。これらのことから，森林資源が十分に活用
されないだけでなく，必要な施業が行われないために多面的機能が発揮され
ないことが危惧されている。
こうした状況から，平成２１年１２月，農林水産省は，森林・林業を再生す
るために，森林・林業再生プランを策定した。このプランでは，今後１０年
間に施業の集約化や路網の整備，人材の育成を中心として，効率的かつ安定
的な林業経営の基盤づくりを進めるとともに，木材の安定供給と利用促進の
体制を整えることにより，１０年後の木材自給率を５０％以上に引き上げるこ
とを目標としている。
さらに，平成２２年１１月には，同プランの実現に向けた具体的な改革内容
を「森林・林業の再生に向けた改革の姿」として取りまとめ，そこでは，
国，都道府県，市町村，森林所有者等の役割の見直しを行いつつ，①適切な
森林施業が確実に行われる仕組みの整備，②広範に低コスト作業システムを
確立する条件の整備，③担い手となる林業事業体や人材の育成，④国産材の
２９８ 桃山学院大学経済経営論集 第５５巻第３号
効率的な加工・流通体制づくりと木材利用の拡大を段階的かつ有機的に進め
るべきとしている５）。
これに合わせて，関連する法制度の見直しが行われた。特に森林法の改正
では，新たな森林所有者に届出を義務付ける制度等が追加されたほか，適切
な森林施業を確保する制度の導入や無届伐採が行われた場合の行政命令の新
設，森林計画制度の見直し等が行われた。
この見直しにより，森林施業計画が集約化を前提に作業路網の整備を含め
た形として生まれ変わり，新たな森林計画制度の体系が作られた（図２）。
５）森林・林業基本政策検討委員会「森林・林業の再生に向けた改革の姿（平成２２
年１１月）」p３を参考。
図２ 新たな森林計画制度の体系
出所）林野庁資料より引用。（http://www.rinya.maff.go.jp/j/kikaku/saisei/pdf/siryou2.pdf）
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この中で，今後，地域において森林管理や林業の活性化を図っていく場合に
は，市町村森林整備計画のマスタープラン化や森林経営計画制度が重要とな
るため，以下ではそれらの概要について見てみよう。
まず，市町村森林整備計画のマスタープラン化については，拡大造林期に
おける全国一律的なものとは違い，地域の森林に対する様々なニーズを踏ま
えて，地域の実情に応じた森林施業の必要性が生じたことから，市町村森林
整備計画がマスタープランとして位置付けられた６）。具体的には，国から地
域主導の区域（ゾーニング）に変更し，地域に密着した各市町村が主体的に
森林の取扱いごとに区域を設定し，これに合わせて作業路網の計画も示すこ
とになった。このように，地域の森林経営における市町村の役割が明確に
なったといえる。
次に，森林経営計画制度については，まとまった森林の計画的な施業・保
護により森林のもつ多面的機能を十分に発揮させることを目的として，平成
２４年４月から導入された。この制度は，森林所有者または森林経営の委託
を受けた者がまとまった森林を対象として，森林の施業及び保護等に関する
５年間の計画を作成し，市町村長等の認定を受けるといったものである７）。
また，この制度では面積規律を強化するだけでなく，森林経営の受委託を促
進する方向性を明確にした８）。
さらに，これまでの森林整備に関する支援制度が見直されて，森林管理・
環境保全支払制度が導入された。これは，森林施業と作業路網の整備や施業
集約化を行う森林経営計画の作成者を対象として支援するという制度であ
る９）。これらの制度により，森林経営に意欲のある林業関係者が森林経営計
６）小島［２］p４２を参考。
７）林野庁「森林経営計画制度の概要」，一般社団法人 全国林業改良普及協会「森林
経営計画制度のしおり（平成２４年度版）」などを参考。また，森林所有者が森林
経営計画を立てる方法として，所有森林全てを単独で行う属人計画，他の森林所
有者と共同で行う属地計画，委託を受けた者が立てる計画の３つのパターンがあ
る。詳しくは，森林計画研究会編［６］p８８～pp８９を参照。
８）小島［２］p４３を引用。
９）一般社団法人 全国林業改良普及協会「森林経営計画制度のしおり（平成２４年度
版）」p５を参考。また，この制度には，森林整備地域活動支援事業（ソフト事
３００ 桃山学院大学経済経営論集 第５５巻第３号
画を作成し，周辺の森林所有者等と協力していくことができるようになり，
林業経営の向上につながることが期待されている。このように，林業関係者
が中心となり，高齢を理由に林業経営ができない，あるいは森林経営に意欲
をなくした林家や森林所有者等の森林面積を集約して，まとまった面積の施
業を行うことによって，林業経営の効率化を目指すことが可能となった。
３．地域材認証事業と森林認証制度
我が国では，これまで地域材の利用促進を図るために，各地の自治体に
よって地域材認証事業が行われてきている。事業目的は各自治体によって異
なるが，多くの場合，地域材認証事業は，木材製品の供給者が消費者に製品
情報を明示し，消費者の木材製品の選択肢を増やすことによって地域材の需
要を拡大し，これらを通じて地域活性化を図ろうとする取組と考えることが
できる。
しかし，こうした地域材認証事業において，いくつかの問題点が指摘され
ている１０）。すなわち，それは，①原木産地までのトレーサビリティの仕組み
が確立していないこと，②地域材認証を必要とする者がどれだけ存在するか
ということ，③消費者に対して地域材利用推進に関する啓蒙普及活動をどれ
だけ効果的に行えるかということなどである。
これらのうち，木材あるいは木材製品の需要者が環境や安全性に関心のあ
る消費者であると想定するならば，特に①の問題点が重要であり，これには
地域材の捉え方の違いが大きく影響している。この点について，駒木［３］は，
ある県では県内で生産された原木を使用した製品が地域材認証の対象になる
場合もあれば，原木の産地を問わず，その県内で加工された製品が地域材認
証の対象になる場合もあるといった具体例を挙げ，各自治体によって地域材
の定義や表示方法が異なっていることを指摘している。したがって，このよ
業）と森林環境保全直接支援事業（ハード事業）があり，前者は森林経営計画を
立てるための支援であるのに対し，後者は森林経営計画を立ててから行う事業に
対する支援となっている。
１０）駒木［３］p１８を引用。
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うな状況の下では，トレーサビリティの仕組みが確立していなければ，消費
者が木材の原産地を知りたいと思っても辿り着けないということが起こりう
る。
一方，近年，林業活性化や健全な森林管理を図る手段として，森林認証制
度が注目されている。この制度は，「第三者機関が，森林経営の持続性や環
境保全への配慮等に関する一定の基準に基づいて森林を認証するとともに，
認証された森林から産出される木材・木材製品（認証材）を分別・表示管理
することにより，消費者の選択的な購入を促す仕組み」である１１）。この認証
制度により，環境や木材の安全性等に関心のある消費者によって認証材が優
先的に購入され，その一部が森林を管理する経営体へ還元されることで経営
のインセンティブとなり，持続的で環境に配慮した森林管理を実現すること
ができると考えられている１２）。
森林認証制度の国際的な動向については，現在，FSC（森林管理協議会）
とPEFCの２つの認証制度があり，平成２４年１１月における森林認証面積
は，それぞれ１億６，９３２万ha，２億３，４０９万haとなっている１３）。
我が国では，FSCの認証制度以外に，SGEC（緑の循環認証会議）が行っ
ているものがあり，これらの認証面積は年々増加しているものの，それらの
伸び率は小さくなっている（図３）。平成２４年におけるFSC，SGECによる
国内の森林認証面積はそれぞれ，約４０万ha，約９０万haとなっており，森
林面積に占める認証森林の割合は数％程度にとどまっている１４）。
１１）林野庁編［１０］p１１９を引用。
１２）白石［５］p８を参考。
１３）林野庁編［１０］p１１９を引用。FSCは，「Forest Stewardship Council」の略である。
PEFCは，「Programme for the Endorsement of Forest Certification」の略で，
ヨーロッパ１１か国の認証組織により発足した。特にPEFCについては，世界３１
か国の森林認証制度との相互認証の取組を進めており，認証面積が世界最大と
なっている。
１４）林野庁編［１０］p１１９～pp１２０を引用。緑の循環認証会議（SGEC）が実施してい
る森林認証面積の詳細については，一般社団法人緑の循環認証会議HP（http://
www.sgec-eco.org）を参照。認証材は，非認証材と区別するために，各工場に
おける木材・木材製品の分別管理体制を審査・承認する制度（CoC認証）があ
る。
３０２ 桃山学院大学経済経営論集 第５５巻第３号
それでは，森林認証を取得したり，森林認証制度が普及することによって
社会にどのような便益が生じるのかについて考えてみよう。この点につい
て，白石［５］は，Stephan Bassが考案した８種類の便益を３種類，すなわ
ち，製品の差別化により林業経営者や認証製品を扱う業者が享受する直接的
な便益（市場における優位性），環境面のリスク回避や生産性の向上など，
経営能力全般が高まるという副次的便益（経営体質の強化），認証の取得に
よって森林の管理水準が向上し，水源涵養機能や生物多様性の保全などの多
面的機能が高まるという間接的便益（森林の管理水準の改善）に再編してい
る。さらに，これらの３つの便益は一体となって当該経営体及びその周辺地
域に発生する可能性があるとしている１５）。このように，森林認証制度をうま
く活用すれば，地域により大きな便益をもたらす可能性があることが明らか
となった。
しかし，我が国では森林認証制度においても，森林所有者にとって認証の
取得費用負担が大きいことや森林認証制度に対する消費者の認知度が比較的
低いために認証材としての優位性が認められず，選択的な消費につながって
いないといった問題点が指摘されている１６）。
１５）森林認証による便益については，白石［５］p８を引用。
図３ 我が国におけるFSC及びSGECの認証面積の推移
出所）林野庁『平成２４年度 森林・林業白書（PDF・HTML版）』から引用。
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以上のことから，森林経営計画制度に地域材認証制度や森林認証制度を組
み合わせることによって，これらの認証制度のそれぞれの問題点が克服さ
れ，最終的に認証材として選択的な消費が促進されるならば，より大きな効
果が期待できると考えられる。
４．和泉市における森林施業と木材利用の促進に向けた取組１７）
平成２４年２月現在において，和泉市の森林面積は市域土地面積の３６％を
占めている。そのうち，森林面積全体に占める人工林面積の割合が６７％で
あり，人工林針葉樹の面積と蓄積量はいずれも泉州地域で最大となってい
る。さらに１０齢級以上の蓄積量の合計が２９万㎥であることから，和泉市で
もスギ・ヒノキの伐採時期を迎えており，建築用材だけでなく様々な需要に
対応可能な蓄積量に達している。
このような状況から，和泉市内産木材の利用を市全体で取り組むために，
平成２４年２月，市庁内において木材利用推進に係る情報交換会を発足した。
また，同年４月，和泉市南部の父鬼地区において，全国で初めて森林経営計
画が策定された。これによって森林施業の集約化が進められることになる。
この地区における森林施業の集約化について，その対象面積は１０２．９３ha
である。平成２４～２５年度の２年間の予定整備量は，搬出数量が約５，０００㎥，
間伐面積が約７７haである。
こうした施業の集約化を図る一方で，和泉市では府内で初めて大阪府知事
より和泉市域全体が林業活動促進地区に認定された。林業活動促進地区と
は，将来にわたって森林を健全に維持・保全することを目的として，森林所
有者や木材の伐採・搬出・加工・利用等に携わる事業者，地域住民が連携し
て，計画的に伐採・搬出し，木材を安定的に供給する地区のことである。こ
の地区で素材生産された木材は，おおさか材認証制度によりおおさか材の認
１６）林野庁編［１０］p１２０を引用。
１７）この章の内容については，田村［８］で取り上げた「和泉市の木材利用の促進に向
けた取組」に，和泉市南部の父鬼地区における森林施業の現状及びその課題を加
えて修正を行っている。
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証を受けることができ，和泉市の林業活動促進地区内の木材についても，お
おさか材認証制度登録業者，すなわち市内の認定業者や大阪府森林組合が製
材すると，おおさか材（和泉産材「いずもく」）として認証される。
また，市内産木材を安定的に供給するために，和泉市内の登録業者によ
り，和泉市内産木材安定供給協議会を発足し，市内産木材についての供給可
能量・需要動向・流通量の把握や情報提供・情報交換を行っている。
和泉市では木材の利用促進に向けて様々な取組も行っている。これらを市
全体で取り組むために，和泉市木材利用促進庁内連絡会を設置し，木材に関
する情報と木材の用途や利用場所に関して，庁内の関係部局で情報交換を
行っている。また，この連絡会では木材利用の必要性及び利用目標や利用促
進の取組等について，木材利用基本方針も策定している。
この他に，和泉の木で住まいづくり事業も行っている。これは，和泉市内
に市内産木材を一定量使用して住宅を建築すると，木材の使用量に応じた補
助金が支給されるというものである。また，大阪府，川上の和泉市，川下の
高石市，泉大津市，忠岡町の間で，木材利用の市レベルの話し合いの場とし
て泉北チーム会議を発足し，森づくりから木材利用までを行う循環型林業を
目指すとしている。
さらに，和泉市では市内産木材の普及啓発に取り組むため，そのネーミン
グ＆ロゴマークが決定された後，大阪府，和泉市，和泉市林業協議会が連携
し，市内産木材の利用拡大や「おおさか認証材」のPRを目的した，いずも
くプロジェクトを実施している。
具体的には，和泉市農林業祭や木材共販所において，のぼりの設置等を通
じて市内産木材を積極的にアピールするとともに，地元木材への理解を促す
ために，保育園で木づかい祭りを実施している。また，いずもくプロジェク
ト以外にも，和泉市内産木材を実際に使って木工作業を行う親子木工教室を
開催し，市内産木材の認知度の向上と林業後継者の創出を目指している。
以上のように，和泉市ではこれまで森林施業の集約化や木材利用の促進に
関する様々な取組を行ってきているが，現在，以下の課題に直面している。
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まず，森林施業に関する課題としては，第１に，森林経営計画を作成する
には，事務処理等の手間や人件費がかかり過ぎる点が挙げられる。一般に森
林経営計画を作成するには，①間伐等の必要な森林を選定し，②①を含む林
班について，間伐等の実績の森林をすべて抽出し，③計画を作成する林班又
は隣接する複数班を決定し，④周辺の森林所有者へ働きかけ，⑤面積基準を
確認し，⑥森林所有者と森林経営の受委託契約を締結し，森林経営計画書に
施業計画を記入するといった手順を踏むことになる１８）。その際，林班の面積
の１／２以上の伐採で補助対象となるが，和泉市では地権者ごとに区分され
る小班が多い所で１００近くあるため，地権者ごとに同意書をもらうにはかな
りの手間や人件費を伴う。第２に，森林施業が点から面に変わったことによ
り，例えば放置林の整備も行わなければならず，事業者の負担が増えてしま
うという点である。
次に，木材利用の促進に関する課題としては，第１に，和泉市内産木材の
認知度をどのように高めていくかである。市内産木材のネーミングとロゴ
マークについて，市民に公募を行い市内の森林所有者と製材所からの投票に
より決定したが，次の仕掛けをどうするかが課題となっている。第２に，木
材価格が低下する中で林家の士気をどのように高めていくかである。これ
は，森林施業とも大きく関わっているため，木材利用と合わせて考えていく
必要がある。この課題に関連して，第３に，木材利用を考えた場合には，住
宅への利用が林家の収入につながるため，今後どのように住宅への利用に振
り向けていくかということも大きな課題である。
５．森林認証制度の導入による様々な可能性１９）
前述したように，和泉市において，森林施業と木材利用に関する取組現状
からそれぞれの課題を明らかにした。すなわち，森林施業の課題としては，
１８）森林計画研究会編［６］p８９を引用。
１９）この章の内容は，白石［５］が試案している，「資源管理者が中心となって周辺の森
林所有者をまとめ，グループ認証を取得して林業経営や森林管理を行う経営モデ
ル」による様々な可能性を参考にしている。
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森林経営計画作成にかなりの手間がかかることや，点から面整備に変わるこ
とによって事業者の負担が増えること，木材利用の課題としては，和泉市内
産木材の認知度や林家の士気の向上等が挙げられている。
これらの課題を克服して，今後，健全に森林の維持管理を図っていくため
に，ここで和泉市の現体制に森林認証制度を導入することを試みる。この認
証制度の活用により，現在，和泉市が直面している課題をどのように解決で
きるかを検討する。
まず，森林施業の課題について考えてみる。森林計画制度が見直されたこ
とにより，森林経営に意欲のある林業関係者が森林経営計画を作成し，周辺
の森林所有者等と協力していくことが可能であることを前述したが，先行研
究においては，FSCにおけるグループ認証が意欲ある林業関係者に経営への
インセンティブを与えるということが指摘されている。そこで，ここでは，
例えば森林所有者や林家等で構成される認証グループを形成することを想定
してみる。
FSCにおけるグループ認証の場合，そのグループには様々な組み合わせが
あるが，資源管理者（森林管理の責任者）を認証するという形を取ってお
り，森林の規模を拡大していくことが可能である。そのため，グループ認証
において規模拡大を図ることにより，認証コストは，低下することが予想さ
れる。さらに規模拡大により大量の木材を安定的に供給できる可能性もあ
る。ただし，その場合，資源管理者を誰が担うのかといった問題が残る。
また，林家の士気の向上については，森林認証を取得する過程において，
グループ関係者の林業に対する意識が高まり，さらに森林所有者や林家間の
連帯感が強まる可能性もある。このように，森林認証制度を導入することに
よって，木材の供給者側にとって様々な可能性が生じると考えられる。
次に，木材利用の課題に関して，おおさか材認証制度では木材の出自を明
らかにすることより，和泉市内産木材の利用や認知度の向上に大きな役割を
果たしているが，現段階においては，その認知度が著しく高まったという状
態には達していない。
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そこで，森林認証制度を導入することによって，市内産木材が森林の多面
的機能など環境に関心のある人にも認知されてその幅が広がっていくと考え
られる。さらに，和泉市内において木材の地産地消を積極的に行うことに
よって，市内産木材の認知度がさらに高まる可能性がある。
おおさか材認証制度は地域材認証制度と同じ性質を持ち，木材の産地や品
質などを消費者である地域住民にわかりやすく示すことによって，木材の地
産地消を促進するといった狙いがあると考えられる。現に，大阪府により和
泉市全域が林業活動促進地区と認定されており，市内産木材の地産地消推進
地区でもある。木材の地産地消の取組を行う場合，和泉市では比較的多くの
製材所があるため，森林事業者と製材所との連携により製材品を供給するこ
とが可能である２０）。
そこで，今後，おおさか材認証制度により和泉市内産木材のブランド化を
推進するとともに，森林認証制度の導入により，森林所有者，林業事業者や
製材所が一体感を持って連携し，産地や品質にこだわる人だけでなく，森林
の多面的機能など，環境に関心のある地域住民（和泉市民及び周辺住民）の
幅広いニーズを取り込んだ木材の地産地消の取組を実施することによって，
和泉市において健全な森林管理が可能になると考えられる。
６．まとめ
本稿では，まず，森林経営計画制度や森林認証制度について整理した。そ
の結果，森林施業計画が集約化を前提に作業路網の整備を含めた森林経営計
画制度として生まれ変わり，この制度を契機として森林経営に意欲のある林
業関係者が計画の作成主体となり，施業の集約化を行うことによって経営の
効率化を目指すことができるようになった。さらに，新たな森林計画制度の
体系では，市町村森林整備計画をマスタープランとして位置付けて，地域の
森林経営における市町村の役割が明確にされ，地域独自の森林管理を目指す
ことが可能となった。
２０）資料「大阪府森林審議会森林保全整備部会（第２回・第５回）」を参考。
３０８ 桃山学院大学経済経営論集 第５５巻第３号
次に，森林認証制度については，その先行研究の整理を通じて，それが林
業活性化及び健全な森林管理の手段と位置付けられており，森林認証を取得
することや森林認証制度を普及させることで社会に便益をもたらし，またグ
ループ認証という形を取ることによって，木材の供給者側の様々な可能性を
明らかにした。
最後に，和泉市を事例として森林施業と木材利用に関する取組の現状と課
題を明らかにした。その上で，今後，健全に森林の維持管理を図っていくた
めに，和泉市の現体制に森林認証制度を導入することを試みて，和泉市が現
在直面してる課題の解決方法について検討した。その結果，森林経営計画と
森林施業に関するコストの低減や林家の意欲の向上など，木材の供給者側に
おける可能性だけでなく，多面的機能など環境に関心のある人に認知の幅が
広がるという需要者側の可能性も明らかにした。
以上のことを踏まえて，森林所有者，林業事業者や製材所が連携し，地域
住民（和泉市民及び周辺住民）の幅広いニーズを取り込んで，地域一体とな
り，木材の地産地消の取組を行うことによって，和泉市における健全な森林
管理の可能性を明らかにした。
以上，本稿で述べた内容はあくまでも試論であり，具体的な検討を行って
いない。そのため，今後の研究の課題としては，木材の供給者側の実態調査
を行い，どのようなグループ認証が可能か，またどのような効果を森林関係
者にもたらすのかなどを明らかにすることや，地域住民の和泉市内産材に対
するニーズの調査も行い，地域一体の地産地消の具体的な枠組みについて検
討するといったことが考えられる。さらに，木材の地産地消を推進する場
合，このような取組を住宅関係の利用に直接結び付けることが望ましいが，
なかなか難しいのが現状である。しかし，和泉市ではこれまで転入が転出を
上回る社会増加の状態が続いていたことから，取組次第では住宅利用の契機
となる可能性が考えられる。そこで，例えば，木質ペレットなど手軽に消費
できるような製品の発明や開発を行い，それらの消費を通じて和泉市内産木
材の認知度を少しずつ高めていくことも検討する必要があると考えられる。
森林認証制度を活用した都市近郊地域の
森林管理の可能性 ３０９
謝辞
本稿は桃山学院大学地域社会連携研究プロジェクト「自然資源の持続可能
な保全・管理に関する研究」（１１ 共 ２１２）の研究成果の一部である。また論
文を作成する際，ヒアリング調査やその後の確認作業等に快く対応して頂い
た和泉市農林課のみなさんには大変お世話になった。ここに記して感謝しま
す。
参考・引用文献
［１］岡田秀一「森林・林業再生プランを読み解く」『国民と森林』国民森林会
議，２０１２年。
［２］小島孝文「森林・林業再生プランの目指すもの―森林計画制度を中心として―」
『林業経済研究』Vol．５９，No．１，２０１３年。
［３］駒木貴彰「新考・森林学 これからの森づくり（１７）地域材認証事業の現状と今後
の課題」『北方林業』５７（７），２００５年。
［４］佐藤宣子「「森林・林業再生プラン」の政策形成・実行段階における山村の位置
づけ」『林業経済研究』Vol．５９，No．１，２０１３年。
［５］白石則彦「森林認証を通じた地域森林管理の活性化試案」『森林計画誌』４０，
No．１，２００６年。
［６］森林計画研究会編『森林経営計画ガイドブック』全国林行改良普及協会，２０１３
年。
［７］高橋卓也「日本国内における森林認証普及パターンの分析」『林業応用研究』２０
（１），２０１１年。
［８］田村剛「都市近郊地域における森づくりの現状及び課題と今後の方向性―和泉市
での取組を事例として―」『桃山学院大学総合研究所紀要』第３９巻第２号，２０１３
年。
［９］西尾隆『分権・共生社会の森林ガバナンス―地産地消のすすめ』風行社，２００８
年。
［１０］林野庁編『平成２５年版森林・林業白書』財団法人農林統計協会，２０１２年。
（たむら・ごう／本学兼任講師／２０１３年１１月１４日受理）
３１０ 桃山学院大学経済経営論集 第５５巻第３号
Possibility of Forest Management through
Forest Certification in Suburban Areas
TAMURA Go
The various efforts about sustainable forestry management are
implemented in order to maintain the multiple functional roles of forest,
since forest management plan system is established in the past year. On
the other hand, As forest certification is an indicator of sustainable forestry
management and positioned as a measure of forest industrial revitalization,
the efforts of forest certification are advanced at the moment.
The purpose of this paper is to examine the possibility of forest
management in suburban areas by utilizing forest management plan
system and forest certification. In particular, this study explores the
possibility of healthy forests management by reviewing the content of
forest management plan system and forest certification, and clarifying
present conditions and problems of a case implemented in the Izumi city.
The possibilities in supplier and consumer sides such as forest
management and awareness of wood are emerged after the analysis. From
here onwards, this study clarifies the possibility of healthy forests
management through implementation of various efforts on local production
of wood for local consumption.
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